
   １９川健障福第６５４号

平成１９年４月１日市長決裁

川崎市障害児通所・入所支援利用者負担軽減等実施要綱

（目 的）

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）

第６条の２第８項に規定する通所給付決定保護者及び法第２４条の３第６項に規定

する入所給付決定保護者が負担する利用者負担について、軽減等を図ることにより障

害児等の福祉の向上を図ることを目的とする。

（対象者）

第２条 この要綱による軽減又は給付費の支給等（以下「軽減又は支給等」という。）

の対象となる者は、法第２１条の５の３に規定する指定障害児通所支援事業者等（法

第２１条の５の２第３号に規定する放課後等デイサービスを提供する事業者を除く。）

及び法第２４条の２に規定する指定障害児入所施設等（以下「事業者等」という。）

を利用する次に掲げる者とする。

（１）法第２１条の５の３に規定する通所給付決定保護者のうち、給付決定に係る児

童が、支援を受ける年度の４月１日時点で６歳未満の者

（２）法第２４条の３第６項に規定する入所給付決定保護者

（３）法第２４条の２４に規定する１８歳以上の入所者

（軽減又は支給等の額）

第３条 軽減又は支給等の額は、次の区分により各号に定めるところによる。

（１）通所・入所支援に要する費用の利用者負担額の軽減（特定費用に係るものを除

く。）

法第２１条の５の３第２項第２号に基づく利用者負担額（法第２１条の５の３

第１項に規定する通所特定費用及び第２４条の２第１項に規定する入所特定費

用を除く。）が、支援の種類ごとに別表１又は別表２の負担上限月額を超える額

とする。

（２）通所支援の食事の提供に要する費用の利用者負担額の軽減

市民税所得割額２８万円以上の通所給付決定保護者の給付決定に係る児童に

対する１食あたりの食事の提供に要する費用の利用者負担額が、別表３の利用者

負担上限額を超える額とする。

（３）入所支援利用者に対する支給額

ア 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２５条の２第４号に規

定する日用品費

上限月額３，０００円

イ 医療費（法第２４条の２０に規定する障害児入所医療費に係るものを除く。）

のうち被保険者が負担した次の医療費の３分の２（円未満切捨て）の額

対    象 備   考

法第２４条の２に規定す

る指定障害児入所施設等

の入所中に医療機関で治

療を受けた医療費で、保

険各法及び国民健康保険

法その他の法令の規定に

よって、被保険者等が負

担すべき額

保険各法とは次のとおりとする。

１健康保険法（大正１１年法律第７０号）

２船員保険法（昭和１４年法律第７３号）

３国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）

４地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２

号）

５私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）



（適用除外）

第４条 次の各号に掲げる給付及び助成については、この要綱による軽減又は支給等に

優先する。

 （１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する各種扶助費

（２）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号）に規定する自立支援医療費

 （３）川崎市重度障害者医療費助成条例（昭和４８年川崎市条例第１４号）による

助成

 （４）川崎市ひとり親家庭等医療費助成条例（平成３年川崎市条例第

３０号）に規定する助成

 （５）川崎市小児医療費助成条例（平成７年川崎市条例第２４号）に規定

する助成

（減額又は支給等の方法）

第５条 軽減又は支給等については、利用した施設の区分ごと次の方法による。

 （１）市内公設施設

川崎市心身障害者総合リハビリテーションセンター条例（昭和４６年川崎市条例

第１０号）に規定する中央療育センター及び地域療育センターにおける軽減につい

ては、次表のとおり、当該条例に規定する使用料等の減免規定を適用することによ

り実施する。

ただし、医療費については、市が保護者あて支給すること（償還払い）により実

施する。

費用区分
中央療育センター

（入所）

中央療育センター

（通所）・地域療育セ

ンター

第３条第１号に規定する通

所・入所支援に要する費用の

利用者負担額の軽減（特定費

用に係るものを除く。）

減免 減免

第３条第２号に規定する通所

支援の食事の提供に要する費

用の利用者負担額の軽減

減免

第３条第３号アに規定する日

用品費の支給

減免

第３条第３号イに規定する医

療費の支給

保護者あて支給

（償還払い）

（２）その他の事業者等

ア 川崎西部地域療育センターについては、川崎市心身障害者総合リハビリテーショ

ンセンター条例に規定する使用料等の減免規定を準用し、利用者負担の軽減を実施

するものとする。

イ 市内公設施設及び川崎西部地域療育センターを除く事業者等において、保護者等

が、利用した事業者等に支払う費用に対する第３条に規定する軽減又は支給等につ

いては、償還払いにより行うものとする。ただし、第３条第３号イに規定する医療

費を除き、直接事業者等に支給することにより行うことができる。

（支給の申請等）

第６条 償還払いを受けようとする保護者等は、障害児通所・入所支援利用者負担軽減

給付申請書（第１号様式）により、軽減又は支給等の額を確認できる領収書等の書類

を添えて市長あて申請しなければならない。



（支給の決定）

第７条 市長は、前条の規定による申請を受けた場合は、内容を審査した上で軽減又は

支給等の額を決定し、当該申請者に決定額を支給するものとする。

（資格の喪失）

第８条 法第２１条の５の９第１項及び法第２４条の４第１項の規定により給付決定

の取消しを受けた場合は、本要綱に基づく軽減又は支給等を受ける資格を喪失するも

のとする。

（譲渡又は担保の禁止）

第９条 本要綱に基づく軽減又は支給等を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供しては

ならない。

（給付費等の返還）

第１０条 偽りその他不正の行為によって本要綱に基づく軽減又は支給等を受けた者

があるときは、市長はその者から当該軽減又は支給等を受けた額の全部又は一部を返

還させることができる。

２ 偽りその他不正の行為によって本要綱に基づく軽減又は支給等を受けた事業者等があ

るときは、その事業者等に対し、その支払った額につき返還させることができる。

（委任）

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、健康福祉局長が別に定める。

附 則

（施行期日等）

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

 附 則

 この改正要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

 附 則

 （施行期日）

この改正要綱は、平成２０年７月１日から施行する。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成２１年７月１日から施行する。

 （経過措置）

第２条 この施行日前に行われた施設からの障害児施設支援については、なお従前の例

による。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

 （経過措置）

第２条 この施行日前に行われた施設からの障害児施設支援については、なお従前の例

による。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成２４年４月１日から施行する。



 （経過措置）

第２条 この施行日前に行われた施設からの障害児施設支援については、なお従前の例

による。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

 （経過措置）

第２条 この施行日前に行われた施設からの障害児通所・入所支援については、なお従

前の例による。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

 （経過措置）

第２条 この施行日前に行われた施設からの障害児通所・入所支援については、なお従

前の例による。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。

附 則

 （施行期日）

第１条 この改正要綱は、平成３１年４月１日から施行する。



第１号様式

年  月  日 

障害児通所・入所支援利用者負担軽減給付申請書

（あて先）川崎市長

       住 所            

               申請者 氏 名           印

      （電 話           ） 

次のとおり、障害児通所・入所支援の利用に係る費用について申請します。

児童等氏名

住   所

事業者（施設）名

振込先金融機関

（郵便局を除く）

銀  行

信用金庫

農  協

本店

支店

口座番号
フリガナ

口座名義人

（支給決定者）普 通    当 座

（申請内容） １ 障害児通所・入所支援の利用料

２ 障害児通所支援の食事の提供に要する費用

３ 障害児入所支援の日用品費

４ 医療費（別紙内訳書のとおり）

※ 添付書類 １～３は事業者等が発行する領収書の写し、４は医療機関による

証明など支払いが確認できる書類を添付してください。

※ １回目の請求時には、口座の確認を行なうため、通帳の写しを添付願います。



施設入所児等医療費別紙内訳書 

診療年月日 
診療を受けた病院等の

名称 
区分 

医療費助成申請

額 

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

年  月  日  １２３４５ 円

合 計   円

区分  １：医療外来  ２：医療入院  ３：歯科  ４：調剤 

５：柔道整復６：はり・きゅう・マッサージ  ７：その他 



(単位：円)

区　分 対象
福祉型障害児入
所施設上限額
（定額）

医療型障害児入
所施設上限額
（定額）

Ａ 生活保護

Ｂ 低所得１

Ｃ 低所得２

Ｅ 市民税16万円未満 6,500 6,500

Ｆ 市民税23万5千円未満 8,700

Ｇ 市民税28万円未満
国基準
9,300

Ｈ 市民税46万円未満 22,500 13,100

Ⅰ 市民税46万円以上
国基準
37,200

国基準
37,200

※福祉型障害児入所施設　法第４２条第１号に規定する施設

※医療型障害児入所施設　法第４２条第２号に規定する施設

　 (単位：円)

区　分 対象
週1日利用
契約

週２日利用
契約

週３日利用
契約

週４日利用
契約

週５日利用
契約

週６日利用
契約

Ａ 生活保護

Ｂ 低所得１

Ｃ 低所得２

Ｄ 市民税3万3千円未満 0 0 0 0 0 0

Ｅ 市民税16万円未満 750 1,500 2,250 3,000 3,300 3,600

Ｆ 市民税23万5千円未満 1,630 3,260

Ｇ 市民税28万円未満
国基準
4,600

Ｈ 市民税46万円未満 4,680 7,020 9,360 10,296 11,230

Ⅰ 市民税46万円以上
国基準
1割負担

国基準
1割負担

国基準
1割負担

国基準
1割負担

国基準
1割負担

国基準
1割負担

（単位：円）

区　分 対象

生活保護、低所得
１、低所得２

市民税28万円未満

市民税28万円以上

国基準
0

障害児通所支援負担軽減上限月額

国基準
0

国基準
0

国基準
4,600

別表１（第３条関係）

別表２（第３条関係）

定率負担

国基準
9,300

障害児入所支援負担軽減上限月額

国基準
0

国基準
4,600

国基準
0

国基準
0

２３０円（国基準）

別表３（第３条関係）

2,340

定率負担

国基準
4,600

国基準
0

国基準
0

２３０円

食費の提供に
要する費用

障害児通所支援食費（１食分）

７０円（国基準）

国基準
4,600


